
各務原市家庭的保育事業等指導監査実施要綱 

（令和４年３月３１日決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第３４条の１７第１項の規定に基づき、家庭的保育事業等（法第２４条第２項に規

定する家庭的保育事業等をいう。以下同じ。）の適正かつ健全な運営の確保を図るた

め、市長の認可（法第３４条の１５第２項の認可をいう。第３条において同じ。）を

得て家庭的保育事業等を行う者（以下「事業者」という。）に対して指導監査を実施

することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（指導監査の方針） 

第２条 指導監査は、児童福祉法に基づく家庭的保育事業等の指導監査について（通

知）（平成２７年１２月２４日付け雇児発１２２４第２号厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長通知）を基本とし、市における家庭的保育事業等の運営の実情を踏まえ実

施するものとする。 

（指導監査の実施体制） 

第３条 指導監査は、認可に係る事務を所掌する課の職員２人以上で実施するものと

する。 

（指導監査を実施する事項） 

第４条 指導監査は、家庭的保育事業等を行う事業所（以下「事業所」という。）の運

営状況、利用者の処遇状況その他市長が必要と認めた事項について実施するものと

する。 

（指導監査の種類等） 

第５条 指導監査の種類は、次の各号に掲げるものとし、その実施基準及び内容は、

それぞれ当該各号に定めるものとする。 

（１）一般指導監査 児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第３５条の４の

規定により、１年に１回以上行う指導監査 

（２）特別指導監査 次に掲げる場合に、特定の事項について重点的に行う指導監査 

  ア 通報、苦情、相談等により事業者の不正な運営若しくは著しく不当な行為を

具体的に把握することができる場合又は法令に対する違反が疑われる場合 

  イ 事業者が一般指導監査に誠実に応じなかった場合 

  ウ 事業者が第９条第１項又は第２項の規定による改善状況の報告をせず、その



改善を要する事項について改善の見込みがないと認められる場合 

エ その他市長が必要と認める場合 

（指導監査の実施） 

第６条 市長は、指導監査を実施しようとするときは、当該実施日の概ね１月前まで

に、次に掲げる事項を家庭的保育事業等指導監査の実施について（通知）（様式第１

号）によりその事業者に通知するものとする。ただし、特別指導監査を実施する場

合その他指導監査の実施上必要と認められる場合においては、この限りでない。 

（１）指導監査の根拠規定 

（２）指導監査の対象事業所 

（３）指導監査の日時及び実施場所 

（４）指導監査を実施する職員の氏名 

（５）事業者が事前に提出しなければならない資料及びその提出期限 

（６）事業者が当日準備すべき書類等 

（７）その他市長が必要と認める事項 

２ 前項第５号の提出期限は、指導監査の実施日の２週間前とし、事業者は、同項本

文の規定による通知を受けたときは、同号に規定する資料を当該提出期限までに市

長に提出しなければならない。 

３ 指導監査を実施する職員は、指導監査を実施するときは、当該事業所の管理者等

の立会いの上で関係書類、帳簿等を検査するものとする。 

４ 指導監査を実施する職員は、指導監査を実施したときは、その実施場所において

当該管理者等に対し、講評を行うものとする。 

（指摘事項の指導等） 

第７条 市長は、指導監査において事業者に改善することが望ましい事項又は改善を

要する事項（以下「指摘事項」という。）があったときは、当該事業者に対し次の各

号に掲げる指導、勧告等をその改善が図られるまで行うものとし、その実施基準及

び内容は、それぞれ当該各号に定めるものとする。 

（１）助言 指摘事項が各務原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例（平成２６年条例第２９号）規定する基準（以下「最低基準」という。）

に対する違反以外で、保育の内容及び質の向上のため改善することが望ましいも

のである場合に、必要な措置を自主的に講ずるよう口頭で助言し、家庭的保育事

業等指導監査の結果について（通知）（様式第２号）により通知するもの 



（２）口頭指摘 指摘事項が最低基準に対する軽微な違反である場合に、最低基準に

適合するため必要な措置（以下「改善措置」という。）を自主的に講ずるよう口頭

で指導し、家庭的保育事業等指導監査の結果について（通知）（様式第３号）によ

り通知するもの 

（３）文書指摘 指摘事項が最低基準に対する違反である場合（前号、次号イ又は第

６号イに該当する場合を除く。）に、速やかに改善措置を講ずるよう指導し、家庭

的保育事業等指導監査の結果について（通知）（様式第４号）により通知するもの 

（４）改善勧告 次に掲げる場合に、法第３４条の１７第３項の規定により速やかに

改善措置を講ずるよう期限を定めて勧告し、家庭的保育事業等指導監査に係る改

善勧告ついて（通知）（様式第５号）により通知するもの 

  ア 前号の規定による文書指摘に係る指摘事項が改善される見込みがないと認め

られる場合 

  イ 指摘事項が最低基準に対する著しい違反である場合（第６号イに該当する場

合を除く。） 

（５）改善命令 事業者が正当な理由なく前号の規定による改善勧告に従わず、かつ、

児童福祉に有害であると認められる場合に、法第３４条の１７第３項の規定によ

り速やかに改善措置を講ずるよう期限を定めて命じ、家庭的保育事業等指導監査

に係る改善命令について（通知）（様式第６号）により通知するもの 

（６）事業制限・停止命令 次に掲げる場合に、法第３４条の１７第４項の規定によ

り期間又は解除の条件を定めてその事業を制限し、又はその事業の全部若しくは

一部を停止することを命じ、各務原市家庭的保育事業等の認可等に関する規則（令

和２年規則第６６号）第１０条の規定により通知するもの 

  ア 事業者が前号の規定による改善命令に従わず、かつ、児童福祉に著しく有害

であると認められる場合 

イ 指摘事項が最低基準に対する著しい違反であり、かつ、その事業者が児童福

祉に著しく有害であると認められる場合で、緊急を要すると市長が特に認める

場合 

２ 市長は、指導監査において指摘事項がなかったときは、その旨を家庭的保育事業

等指導監査の結果について（通知）（様式第７号）によりその事業者に通知するもの

とする。 

（不利益処分をしようとする場合の手続等） 



第８条 市長は、改善命令又は事業制限・停止命令を行おうとするときは、その事業

者に対し、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項第２号の規定によ

り、弁明の機会を付与しなければならない。ただし、前条第１項第６号イに該当す

る場合は、この限りでない。 

 （改善状況の報告等） 

第９条 事業者は、第７条第１項第３号から第５号までの規定による通知を受けた場

合は、その指摘事項について速やかに改善措置を講じ、市長の定める日（同項第３

号の規定による通知を受けた場合にあっては、当該通知を受けた日から６０日を経

過した日）までに家庭的保育事業等指導監査指摘事項に関する報告書について（提

出）（様式第８号）を市長に提出し、その改善状況を報告しなければならない。 

２ 事業者は、第７条第１項第６号の規定による通知を受けた場合で当該命令の決定

の理由となった指摘事項について改善措置を講じたときは、家庭的保育事業等指導

監査指摘事項に関する報告書について（提出）を市長に提出し、その改善状況を報

告しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定による報告を受けたときは、必要に応じて当該事業所にお

いて実地による検査を行い、その改善を確認するものとする。 

 （指導監査の結果の公表等） 

第１０条 市長は、当該年度に実施した指導監査の結果、指摘事項の改善状況等につ

いて、別に定める基準により市ウェブサイトに公表するものとする。 

２ 市長は、指導監査の結果、指摘事項の改善状況等について、必要に応じ関係機関

に情報を提供することができるものとする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


